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第 42 回 正会員、ＩＰＯ・内部統制実務士 資格更新講習会 

2024 年度:最初の資格更新講習会を下記のとおり開講します。講習内容の一部は、今後の変更の可

能性もありますので、逐次、ホームページでお知らせいたします。なお、第 41回講習会（2024/3/23

開催）の受講者募集は終了していますので御注意ください。 

 

１．開催日時、会場の御案内 

■ 講習日時：2024 年 6月 29日（土）10時～15時 50分 

■ 講習会場：東京都豊島区北大塚 1-13-12 全経会館 3F大会議室・・・Ｗｅｂ併用開催 

 

２．講習会＜次第案＞ 

（１）講演：「内部監査を巡る最新動向」 

   講師：日本大学商学部・大学院商学研究科 特任教授 堀江正之 様 

   要旨：新しい内部監査の国際基準の公表及び改訂内部統制報告制度のスタートなど、内部監査

では大きな制度上の対応が求められています。ガバナンスへの関与や ERM（全社的リスク

マネジメント）の活用など、これまでの内部監査とは大きく異なる対応が求められるように

なってきています。あわせてサステナビリティへの対応、新たなテクノロジ－への対応など、

経営環境の変化を巡る対応も待ったなしです。これら内部監査を巡る最新動向について紹介

いたします。 

＜講師御経歴、専門分野等＞ 

    日本大学商学部・大学院商学研究科特任教授。専門は、監査論、内部統制論。 

現在、日本監査研究学会理事（元会長）、日本ガバナンス（旧内部統制）研究学会理事、システ

ム監査学会副会長、日本会計教育学会副会長、日本会計研究学会監事、金融庁/企業会計審議会

委員（監査部会長・内部統制部会長）、金融庁/行政事業レビュー等に関する外部有識者、会計

検査院/情報公開・個人情報保護審査会委員、海上保安庁入札監視委員、日本公認会計士協会/

監査・保証基準委員会有識者会議議長、日本内部監査協会名誉会員などを兼任。 

＜主要著書（一部）＞ 

『鼎談 不正－最前線』（共著、同文舘出版、2019 年）、『IT のリスク・統制・監査』（編著、

同文舘出版、2009 年）、『IT 保証の概念フレームワーク―IT リスクからのアプローチ』（単著、

森山書店、2006 年）など多数。 

 

（２）講演：「上場審査の概要と最近の制度改正の状況」 

講師：有限責任 あずさ監査法人 企業成長支援本部 マネジャー 川邊 拓 様  

   要旨：2022 年に東証の市場再編が行われてから約 2 年が経過し、その間に上場審査に関連す

る複数の制度改正が行われてきました。そこで、改めて市場再編後の現在の上場審査基準の

概要とともに、最近の制度改正についての解説を行います。 

＜講師御経歴、専門分野等＞ 

2010 年あずさ監査法人（現有限責任 あずさ監査法人）入所。公認会計士。様々な業種の上

場会社等及び学校法人、財団法人などの会計監査や財務デューデリジェンス業務等に従事する

とともに、上場準備会社の監査やショートレビュー、内部管理体制の整備及び会計制度の構築

支援等のアドバイザリー業務を通じて株式上場支援に従事。2020 年より日本取引所自主規制法

人上場審査部に 2 年間出向し、東京証券取引所への上場申請会社に対する多くの上場審査を担

当。帰任後は引き続き会計監査や株式上場支援業務に従事するとともに、企業成長支援本部に

所属し、外部向けセミナー及び研修の講師、書籍の執筆等も担当している。 

＜主要著書（一部）＞ 

「Q&A 株式上場の実務ガイド」（共著、中央経済社）、「これですべてがわかる IPO の実務 第

6 版」、「これですべてがわかる 内部統制の実務 第 6 版」（前記同：共著、中央経済社） 
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（３）講演：「人的資本開示は経営問題～進まぬ従業員の再配置～」 

講師：一橋大学大学院大学 経営管理研究科 教授 博士（商学） 円谷昭一 様 

   要旨：「人的資本」への注目が集まっていますが、そもそも何を意味するのか、何から手をつ

け、何を開示したらよいのか・・悩まれている方も多いでしょう。人的資本を開示の問題だ

と考えている企業は少なくありませんが、企業経営そのものと言っても過言ではありません。

将来の従業員である大学生が何を考えているのかを含め、人的資本をめぐる諸問題について、

実例を示しつつ平易に解説します。 

＜講師御経歴、専門分野等＞ 

2001 年、一橋大学商学部卒業。2006 年、一橋大学大学院商学研究科博士後期課程修了、博

士（商学）。2011 年より一橋大学経営管理研究科 准教授、2021 年より現職。2019 年、韓国外

国語大学客員教員。2007 年より日本 IR 協議会客員研究員。日本経済会計学会理事、日本 IR

学会理事。2017 年よりりそなアセットマネジメント「責任投資検証会議」委員。2020 年より

金融庁「スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・コードのフォローアップ

会議」委員。2023 年より「日経統合報告書アワード」副審査委員長。 

専門は情報開示、コーポレート・ガバナンス。 

＜主要著書（一部）＞ 

『政策保有株式の実証分析』（日本経済新聞出版,2020 年 6 月）、『コーポレート・ガバナンス

「本当にそうなのか？」2-大量データからみる真実』（同文舘出版，2023 年 3 月）など。 

 

（４）講演：「スタートアップが知っておくべき財務会計の基本―税務会計から財務会計への移行―」 

講師：田嶋清孝公認会計士事務所 代表／スタサポ会計ラボ株式会社 代表取締役 

公認会計士 田嶋清孝 様 

   要旨：スタートアップ企業が成長し、将来の新規株式上場（IPO）を視野に入れる際、税務会

計から財務会計への移行は避けて通れない課題です。本講では、財務会計の基本や税務会計

との違いをはじめ、IPO で求められる会計基準の各論点のうち、多くのスタートアップで検

討が必要となるテーマを紹介し、財務会計の基本となるポイントをわかりやすく解説する。 

＜講師御経歴、専門分野等＞ 

早稲田大学商学部卒業後、2000 年監査法人太田昭和センチュリー（現 EY 新日本有限

責任監査法人）に入所。上場会社の法定監査、IT 監査、上場準備会社の課題解決支援及び

IPO 監査業務に従事するほか、2012 年より EY 企業成長サポートセンターにて IPO 新規

案件の開発業務及びスタートアップ支援業務を担当。 

特に、IPO/スタートアップ支援業務においては、上場準備プロジェクトを開始する際の

課題抽出調査（ショートレビュー）を 30 社以上実施してきた経験があり、IPO 準備に入

る段階のスタートアップの課題（内部管理体制、会計制度）とその解決策の構築に熟達し

ている。得意な業種は、AI、SaaS、ヘルステック。2019 年より経産省「Healthcare 

Innovation Hub」アドバイザーを拝命。2022 年 10 月に田嶋清孝公認会計士事務所/スタ

サポ会計ラボを設立。起業家/スタートアップに寄り添い会社の成長・躍進を会計・ファイ

ナンス・ガバナンスの面から支える。内部統制・株式上場準備コンサルタント・社外役員

として活動。その他：監査役ネットワーク運営事務局メンバー、経産省「Healthcare 

Innovation Hub」アドバイザー、全経 JMCA 実務研修会講師。 

＜主要著書（一部）＞ 

「これですべてがわかる IPO の実務〈第 5 版〉」、「監査役監査の基本がわかる本」、「会社

法決算書類の作成と開示実務」、「会計基準のコンバージェンス」、「M&A 組織再編の実務」 

 

（５）その他：事務局より情報ご提供、会員＆有資格者 交流会＜状況により開催予定＞ 

講習会は（４）までです。このほか、弊会経営支援事業報告、内部統制研究学会年次報告、

諸官庁・取引所報告書、法務・会計、監査・内部統制分野に係る時事テーマ、事例報告・情

報提供のほか、任意参加で、会員交流会を予定しています。 
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３．講習趣旨 

  ＩＰＯ・内部統制実務士の資格更新は、資格有効期間内で 20 単位（現状、10 時間）の講習を受

講していただきます。本講習会の受講で 10単位（5時間）の受講が可能です。 

 

４．受講申込要領 

（１）受講申込 

会員・資格様者は（協会ＨＰ https://www.keieichosa.gr.jp/formkousin/index.html から）、

Web 申込みにて、御希望を送信ください。なお、参加要領・・・①来場受講（受付 5 月末迄先着

30 名、以降：要相談）、②Web 配信受講、を必ず御連絡ください。 

 

（２）受講料 

  ①．正会員＆ＩＰＯ･内部統制実務士／有資格者：受講料「9,350円」（税込） 

    ②．単位取得（20単位取得済み）有資格者：受講料「6,600円」（税込） 

③．単位取得（40単位取得済み）有資格者：受講料「4,400円」（税込） 

④．一般聴講（有資格者以外で特別聴講の希望者）：受講料「11,000円」（税込） 

＜注記＞受講配付資料は受講者様１部ですので増部希望の際は資料代を御負担ください。 

 

□みずほ銀行 □三井住友銀行 □三菱 UFJ 銀行 □郵貯銀行 □住信 SBI ﾈｯﾄ銀行 □りそな銀行 

＜銀 行／振込先口座＞みずほ銀行赤坂支店：普通預金 2081722 ／ 三井住友銀行赤坂支店：普通預金 8748525 

       ／ 三菱ＵＦＪ銀行赤坂支店 普通預金 0027137 ／ ゆうちょ銀行：通常貯金 10100-89013721 

 ／ りそな銀行大塚出張所 普通預金 1441873  ／ 住信 SBI ﾈｯﾄ銀行 法人第一支店 普通預金 1117957 

＜口座名義／照会先＞一般社団法人 日本経営調査士協会【シヤ）ニホンケイエイチヨウサシキヨウカイ】 

 

◆申込先/照会先：一般社団法人日本経営調査士協会 事務局 

     〒170-0004 東京都豊島区北大塚 1-13-12 全経会館 4ＦURL：https://www.keieichosa.gr.jp/ 

ＴＥＬ：03-6903-4075 ＦＡＸ：03-3940-9315 E‐Mail：jimukyoku@keieichosa.gr.jp  

 

５．注意事項 

 （１）第 42 回ＩＰＯ・内部統制実務士資格更新講習会の申込期限は 2024 年 6 月 14 日（金）です。 

 （２）      〃   受講料は、2024 年 6 月 18 日（火）までに振込ください。＜クレジット利用可能＞ 

＜注記＞受講申込期日と受講料の納入期日を厳守願います。 

（３）会員・有資格者は、協会ＨＰhttps://www.keieichosa.gr.jp/training-session-form から、氏名・

参加の御希望などを Web 申込みいただければ結構です。 

なお、申込み時に、①来場参加希望、②Web 配信受講希望を（通信欄に）申し出ください。 

（４）会場参加の募集定員（上限）を先着 30 名程度とし、以降、Web 配信受講にて、受付けします。 

当協会：参考ＨＰ「ＩＰＯ・内部統制実務士／ https://www.keieichosa.gr.jp/ipo 」 

「上場・内部統制／ https://www.keieichosa.gr.jp/internal-control 」 

 

◆照会先：一般社団法人日本経営調査士協会事務局 

〒170-0004 東京都豊島区北大塚 1-13-12 全経会館 4Ｆ URL：https://www.keieichosa.gr.jp/ 

ＴＥＬ：03-6903-4075 ＦＡＸ：03-3940-9315 E‐Mail：jimukyoku@keieichosa.gr.jp  
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